
 

 

 

 

 

１．はじめに 

商品に不具合が発生すると、企業が新聞にお詫び広告（以下、社告）を掲載し自主回収を行う。企

業から消費者への情報開示としては評価できるが、年間 300件近い社告の中から情報選択するのは煩

雑であり、中には適切でない社告もあり、必ずしも消費者の利益につながっているとは言えない。 

本年４月、当研究会はＮＡＣＳ消費者問題研究成果発表会において、〔信頼の社告８か条〕を報告し

①目的②対象者③人体への影響・重篤性・発生頻度④事実・関連法令⑤具体的な対応は⑥原因⑦改善

のための取り組み⑧お詫び、の８項目を社告に記載することを企業に対し提言した。

 

本報告では本年４月に閣議決定された消費者基本計画の課題のうち、「消費者の身の回りからの危険

な商品の排除」「安全・安心づくりへの消費者の参加」「消費者教育を受けられる機会の充実」を実現

する、わかりやすく、使いやすい「消費者に有効な社告一覧」について提言する。 

２．社告一覧の現状 

国民生活センターのホームページ(http://www.kokusen.go.jp/recall/index.html)では、新聞掲載され

た企業の社告を公表している。 

 【図表１：現在のホームページ表示様式】 

 

 

 

 

 

 

 

 

“電動車いすで走行に危険”という一歩間違うと命にかかわる E 工業の事例も、“うに丼のうにが広

告より少なかったから代金返還”といった健康には被害のないFデパートの事例も同じような扱いで、

「単に時系列で」「年間約 300 件も」ずらりと並んでおり、緊急度、重要度、違反した法令の有無な

どが消費者に伝わらない。カテゴライズされていないので、消費者が特定の情報を探したい時に全件

見なければならない。クリックした先にある各社の社告自体がわかりやすく適切な内容であればまだ

よいが、わかりにくいと消費者の欲しい情報につながらない、といった問題がある。 
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社団法人 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会 

東日本支部コンプライアンス経営研究会（Compass）http://compliance.milkcafe.to/index.htm 

山縣綾子 古谷由紀子 

回収・無償修理等のお知らせ[発表日順に掲載しています。] 

■A電機「洗濯乾燥機（無償点検・修理）」     (2005年★月 6日) 

■Bスーパー／C食品「グラタン（代金返還）」   (2005年★月 5日) 

■D食品「クッキー（代金返還）」         (2005年★月 4日) 

■E工業「電動車いす（部品交換）」        (2005年★月 2日) 

■Fデパート「催事場飲食・うに丼（代金返還）」  (2005年★月 1日) 

             ： 

             ： 

クリックで 

各社告が表示される 



３．〔消費者に有効な社告一覧〕とは 

消費者の理解とデータ活用促進のために効果的だと考える、４つの改善ポイントは次の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２：コンプライアンス経営研究会が提案する社告一覧の表示様式例】 
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【参考：新たに提案する項目の、用語の意味】 

③対象者：社告情報の対象者（例：食物アレルギー患者、幼児、高齢者）を記載する。 

⑦違反法律規定：個別法の違反による回収である場合は、その条文を記載する。 

⑧重篤性：危害が起きた場合の健康被害の大きさ。健康被害が大きい場合 

    （重篤な健康被害又は死亡の原因となる恐れを有する場合）「＊」を記載する。 

⑨発生頻度：危害原因物質により発生頻度の高さ。発生頻度が高い場合 

（同様の条件下にある製品からは、同様の危害を生じる場合）「＊」を記載する。 

⑩事実：何が起きたのかの要約（例：卵表示漏れ）を記載する。 

４．〔消費者に有効な社告一覧〕で期待される効果 

この様式での情報提供がもたらすのは「消費者の利便性向上」だけではない。 

① 必要な項目を一覧化することで、企業からの情報提供の質の向上を促す。 

② 危険度（リスク）＝危害の大きさ（ハザード）×発生頻度、というリスク評価の概念を知ること

で消費者のリスク評価力が高まる。ハザードとリスクの混同がセンセーショナルな報道の原因と

なっているので※、「たしかな目」を養成することが消費者の冷静な判断につながる。 

※出典 松永和紀：『「食品報道」のウソを見破る 食卓の安全学』、家の光協会、2005年 7月 1日 

③ 社告一覧がそのまま消費者教育、企業の社内教育等の材料となる。 

５．おわりに 

重篤性・発生頻度の判定基準は行政が主導し作成するなど「公平かつ消費者にわかりやすい形」の

実現が今後の課題として挙げられる。消費者を守るはずの社告が企業の免罪符と化している今、 

消費者－企業－行政の連携が「社告情報のあるべき姿」につながることを当研究会は期待する。 

【消費者の理解、データ活用促進のための改善ポイント】 

（１） 項目別一覧表示：消費者が必要とする情報を項目に分類して一覧表示する 

（２） カテゴリ別表示：緊急危害情報は「緊急なお知らせ」等の別カテゴリで表示する 

（３） アイコン作成など、視覚的にわかりやすく：「食品」「家電」といった商品別や、「食物アレ

ルギー患者」「幼児」「高齢者」といった対象者別のアイコンを作成するなど、検索しやすい

形にする 

（４） ダウンロード対応：本データを多様な場面で活用できるよう、Excel等でダウンロードでき

る形で提供する 


